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現代のハイテク中小製造企業群における 

技術力の向上とイノベーションに関する調査研究 

 
○鈴木勝博（早稲田大学 国際情報通信研究センター） 

 

 
本調査研究では，国内の基盤技術を支えるハイテク中小企業群におけるＲ＆Ｄ活動やイノベーション

の創出状況に関し，その現状を整理するとともに，今後の支援の方向などについて検討する．具体的に

は，「戦略的基盤技術高度化支援事業」に採択された企業群を対象におこなった調査結果を概観し，そ

の特徴を洗い出すとともに，今後，イノベーションの創出を目指す企業群への支援策について考察する． 

 

1. 背景と目的 
 

 1990 年代以降，我が国の製造業を取り巻く環境

は大きく変化し，グローバルなモジュール型製造

業の台頭のもと，厳しい国際競争を余儀なくされ

ている．その影響は改めて指摘するまでもなく非

常に大きく，例えば，中小製造企業とその事業所

の数は，90 年代初頭より大きく減少し，現在では

1960 年代の水準にまで落ち込んでいる (図表

1).  

 

 
 

このような環境のもと，個々の事業者においては，

自社が保有するコア技術を活かした多角化や海

外市場への展開など，事業継続の可能性を探る

種々の取り組みが行われているであろうことは

想像に難くない．本研究では，自社の保有技術を

磨き，より高い付加価値をもつ製品やサービスを

市場へ送り込むことによって，事業継続を実現し

ている中小製造業者に着目する．我が国の製造業

の最大の強みは，やはりその「技術力の高さ」に

あるものと考えられ，これを具体的なプロダク

ト・イノベーションへ結び付けることは，国内製

造業の存続の上では最も重要なポイントのひと

つであろう．本稿では，国内のハイテク中小企業

群におけるイノベーションの創出状況や，そのた

めの取り組みについて整理するとともに，有効な

支援策について検討する． 

 

2. イノベーション調査とハイテク中小企

業 
 

  企業活動におけるイノベーションの測定につ

いては，種々の方法が存在する．(i) TFP(全要素

生産性)に着目する手法，(ii) 特許データにもと

づくもの，(iii) アンケートに立脚する方法など，

さまざまな手法が存在するが，小規模企業に関し

ては(iii) が有効だと考えられる．実際，中小企

業においては，(i) の測定のために必要なデータ

が整備されていない可能性があり，また，(ii)に

関しても，そもそも知財の取得に積極的でない企

業が相応に存在するからである． 

さて，(iii) に関しては，OECD と Eurostat が

策定した Oslo Manual が存在し，これにもとづく

調査は世界各国で実施されている(OECD, 2005; 

同, 2009)．欧州においては CIS (Community 

Innovation Survey) と呼ばれる継続調査が存在

し，また，我が国でも NISTEP による二度の調査

が実施されている(文部科学省 科学技術政策研

究所, 2010; 同, 2011)．同調査においては，我

が国における画期的なプロダクト・イノベーショ

ンの創出率は，他国と比較してあまり高くはない

が，国内市場の規模が大きいフランスやイギリス

と同程度の水準であることが指摘されている1 

(西川他，2011)．また，総じて，国内においては，

プロダクト・イノベーションよりもプロセス・イ

ノベーションのほうが活発であり，旧来から指摘

                                                  
1 なお，オスロマニュアルにもとづく調査は，回答者に

とって答えやすい側面をもつ半面，回答者の主観にもと

づくバイアスが残存する可能性が指摘されている（米谷, 
2012）. 

図表 1: 事業所数と企業数の推移  (中小製造業) 

(出所： 「中小企業統計データ」, 中総研) 
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されているような『フォローアップ型の製品開

発』の強みが改めて示唆される結果となっている． 

一方，国内のものづくりを支えるハイテク中小

製造業者におけるイノベーションの実態が，同様

な調査方針によって調べられている(中小機構, 

2013)．「戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイ

ン事業）」に採択された中小企業群を対象にした

同調査においては，400 社余の回答結果が集計さ

れ，イノベーション創出率の高さが指摘されてい

る（図表 2, 図表 3）． 

 

 
図表 3: 「画期的なプロダクト・イノベーション」

の創出率 (国別) 

  創出率 
日本 （サポイン採択企業群) 32.2% 

カナダ 31.0% 

オーストリア 28.6% 

デンマーク 26.8% 

フィンランド 26.1% 

スウェーデン 25.9% 

ドイツ 25.5% 

スイス 24.9% 

ベルギー 23.8% 

ニュージーランド 22.0% 

韓国 21.2% 

ルクセンブルグ 21.2% 

イギリス 21.1% 

オランダ 20.6% 

 
日本 (第二回全国イノベーション調

査； 加工組立製造業) 20.4% 

フランス 15.6% 

オーストラリア 15.0% 

ノルウェー 13.8% 

 

 実際，図表 2に示したように，サポイン事業に

採択された中小製造企業群における「画期的なプ

ロダクト・イノベーション」の創出率は，平均 32%

に達し，第２回全国イノベーション調査の結果の

1.6 倍程度になっている．特に，50 人以下の小規

模企業群における 32%という創出率は，通常の小

規模企業のそれ（12%）の約 2.7 倍に達し，顕著

な違いとなっている．図表 3 からわかるように，

これらの数値は，OECD(2009)の調査報告との国際

比較においてもトップクラスに位置しており，国

内の基盤技術を支えるハイテク中小企業群は，極

めてイノベーティブな活動を行っていることが

示唆されている． 

 

3. ハイテク中小製造企業における R&D 
活動とイノベーションのアウトカム 

 

さて，上記の調査報告書(中小機構, 2013)にお

いては，その主眼がサポイン支援後の事業化状況

にあったため，本稿では，イノベーション創出を

支えるＲ＆Ｄ活動の状況やアウトカムについて

の整理と俯瞰を試みる． 

まず，「研究開発費」が当該企業の全体売上に

占める比率の分布を図表 4に示す．本調査の回答

企業においては，従業員数 50 人以下の小規模企

業が過半数 (53%) を占めているが，研究開発費

の比率においては「5%未満」の比率にとどまる企

業群がほぼ同様なシェア(56%)を占めている2. 一

方，R&D 費の比率が 10%を超える企業は全体の二

割を占め，また，50%を超える企業も全体の一割

弱程度存在している． 

 

図表 4: 研究開発費 (売上比率) 

 
 

 本設問では，回答選択肢がもともとカテゴライ

ズされているため，精確な全体平均値を算出する

ことは原理的に難しい．しかしながら，分布の形

状からは，（平均的には）通常の製造企業群より

も高い研究開発比率となっているであろうこと

がうかがえる分布形状となっている．特に，50%

を超える高い R&D 費比率をもつ企業も（相応に）

                                                  
2 なお，研究開発費が計上されていない企業群は，全

体の 9%を占めている． 

図表 2: 「画期的なプロダクト・イノベーション」の

創出率 (企業規模別) 

 

ハイテク中小製造企

業 （サポイン採択企

業群） 

第 2 回全国イノベーシ

ョン調査 (加工組立型

製造業) 

 

企業 

規模 
企業数 創出率 企業数 創出率 創出率 

の差 

小規模 233 31.5% 143 11.9% 19.6% 
** 

中規模 173 32.1% 190 17.4% 14.7% 
** 

大規模 32 37.5% 48 24.8% 12.7% 

全体 438 32.2% 381 20.4% 11.8% 
** 
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存在することから，(i) 通常の業務ルーチンの中

で漸進的にイノベーションを創出していくよう

な事業形態と，(ii) 集中的な研究開発投資をイ

ノベーションに結び付けているような事業形態，

の双方が混在しているものと考えられる． 

 つぎに，「画期的なプロダクト・イノベーショ

ン」の開発プロセスにおいて，外部機関の力を借

りたかどうかに関する設問の回答結果を図表5に

示す． 

 

図表 5: 「画期的なプロダクト・イノベーション」 

の開発主体 

104
73

6

57%
40%

3%
0

40

80

120

・
ｩ・
ﾐ・
P・
ﾆ・
ﾅ・
ﾌ

・
J・
ｭ

・
O・
・・
g・
D・
ﾆ・
ﾌ

・
､・
ｯ・
J・
ｭ

・
・・
ﾆ・
ｵ・
ﾄ・
O・
・

・
g・
D・
ｪ・
J・
ｭ

 
 

 一般に，リソースの限られた小さな企業であれ

ばあるほど，研究開発時，もしくは，製品開発時

における外部組織との連携は，重要になるものと

考えられる．本調査においては「自社単独での開

発」が全体の 57%，「外部組織との共同開発」が

40% を占め，自社単独での製品開発を行っている

企業がもっとも多いものの，外部組織との連携も

重要であることが示唆される結果となっている． 

 なお，企業規模別にみると，小規模企業群（50

人以下）では，「自社単独での開発」が 53%, 「共

同開発」が 43%となっているのに対し，中規模企

業群（51 人～250 人）では前者が 57%，後者が 41%

となり，また，大規模企業群（250 人以上）では

前者が 76%，後者が 18%となっていた．リソース

の少ない小規模～中規模のハイテク企業群にお

いては，四割程度の企業が，外部組織とうまく連

携を取りながらプロダクト・イノベーションを実

現しているのに対し，大規模企業群では，基本的

には単独での開発が行われていることになる．そ

のため，おなじ「中小企業」のカテゴリに属する

企業であっても，その規模に応じて必要な支援の

方向性は変わってくるであろうことを示唆する

ような結果となっている． 

 最後に，アウトカム指標のひとつとして，「画

期的なプロダクト・イノベーション」の売上が全

体売上に占める比率を示す（図表 6）．本図表の分

布の形状は，先の図表 4と似ており，過半数の企

業においては，全体売上の「5%未満」の寄与とな

っていることがわかる．一方，売上の 10%以上の

寄与となっている企業群も全体の約四分の一

（24%）程度存在し，また，売上の過半数を占め

る企業群も 8% 存在している． 

 

図表 6: 「画期的なプロダクト・イノベーション」

が売上に占める比率 
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これらの結果に関しても，図表 4から示唆される

ような事業形態の違いが反映されている可能性

が高く，先行調査との比較などを踏まえながら，

詳細について報告を行う予定である． 

 

4. 小括 
 

 以上，サポイン採択企業群においては，「研究

開発支援」が一定の効果をもたらし，必要に応じ

た外部機関との連携がおこなわれながら，プロダ

クト・イノベーションが創出されている様相が示

唆される． 

 一方，上記企業群のようなステージにはいまだ

到達してはいないものの，将来的に，さまざまな

プロダクト・イノベーションの創出を目指す中小

製造企業群に対しては，自社のコア技術のブラッ

シュアップを促すとともに，外部機関との連携を

通じた高度な知識や技術の取得の促進が重要に

なってくるものと考えられる．そのため，政策メ

ニューとしての目新しさはないものの，外部機関

や顧客との効果的なマッチングへの支援は，やは

り依然として重要性を持っているものと推察さ

れる．発表時においては，各種支援機関へのイン

タビュー結果を踏まえながら，より効率的なマッ

チングの方向性についても考察を行う予定であ

る． 
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